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第３次あま市障がい者計画第３次あま市障がい者計画

第７期あま市障がい福祉計画第７期あま市障がい福祉計画

第３期あま市障がい児福祉計画第３期あま市障がい児福祉計画

※　各ページにある四角のコードは音声コード 「Uni-voice」 といい、

スマートフォン ・ タブレット端末 （アプリ） などで読み取ると、 音声で

この冊子の内容を確認することができます。

計画の進行管理４



１

計画の策定にあたって計画の策定にあたって1

計画策定の趣旨　　計画策定の趣旨　　

計画の期間計画の期間

 障がいのある人の現状 障がいのある人の現状

各障害者⼿帳所持者数の推移（各年度４⽉ 1⽇現在）

障がい児福祉計画の数値目標及び見込量（令和８年度目標）

　あま市における障がい者の人数は年々増加傾

向にあります。

　身体障害者手帳所持者数は減少傾向にあります

が、療育手帳所持者及び精神障害者保健福祉手

帳所持者は依然として増加傾向にあります。

2,755 2,733 2,676 2,644 2,611 2,602

585 617 646 667 683 708

812 845 910 979 1,053 1,132
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平成30年度 平成31年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

身体障害者手帳所持者 療育手帳所持者 精神障害者保健福祉手帳所持者

4,152 4,195 4,232 4,290 4,347 4,442

(人）

令和７年度 令和８年度 令和９年度

第２次障がい者計画

第６期障がい福祉計画

第２期障がい児福祉計画

第 3 次障がい者計画

第 7 期障がい福祉計画

第 3 期障がい児福祉計画

見直し

見直し

見直し

見直し

見直し

見直し

中間見直し

中間見直し

令和３年度 令和６年度令和５年度 令和11年度令和10年度
（２０２2年度）（2021年度）

令和４年度
（２０２3年度） （２０２4年度） （２０２5年度） （２０２6年度） （２０２7年度） （２０２8年度） （２０２9年度）

　あま市障がい者計画は、令和６(2024) 年度から令和 11(２０２９) 年度までの６年間とします。

　あま市障がい福祉計画及びあま市障がい児福祉計画は、 令和６年度から令和 11 年度ま

での６年間とし、 ３年が経過する令和８(2026) 年度に中間見直しを行います。 また、 計画期

間中に大幅な制度改正や社会情勢の変化があった場合には、 必要に応じて本計画内容の見直

しを行うこととします。

　あま市では、 平成３０(2018) 年３月に 「第２次あま市障がい者計画」 （平成 30 年度～令和

５(2023) 年度） を、 令和３(2021) 年３月には 「第６期あま市障がい福祉計画及び第２期あま

市障がい児福祉計画」（令和３年度～令和５年度）を策定し、計画的な障がい者施策の推進を図っ

てきました。

　令和５年度に 「第２次あま市障がい者計画」 の期間が終了となることから、 これまでの計画

の進捗状況及び数値目標の達成状況を検証し国の基本指針や愛知県のあいち健康福祉ビジョ

ン 2020・ 第７期愛知県障害福祉計画等、 近年行われた制度改正等を踏まえ、 本計画を策定

するものです。



２

計画の基本理念と施策の展開計画の基本理念と施策の展開２

基本理念基本理念

障がいのある⼈もない⼈も、
ともに想い、⽀えあうまち “あま”

基 本 理 念

SDGsの理念に基づく 「だれひとり取り残さない」 地域の実現

   本市において、 令和４(２０２２) 年３月に策定された第２次あま市総合計画では 「ともに想

い　ともに創る　ずっと大好きなまち “あま”」 を目指すべき市の将来像として様々な施策を

推進しております。 これを踏まえ、「障がいのある人もない人も､ともに想い､支えあうまち“あ

ま”」 を本計画の基本理念とし、 障がい福祉施策の一層の充実に取り組んでいきます。

   障がい者施策の推進に当たっては、 SDGs

（Sustainable Development Goals ： 持

続可能な開発のための目標） の考え方を踏ま

え、 共生社会の実現に向けた取組が求められ

ます。 SDGs の目標を踏まえ、障がい者計画、

障がい福祉計画、 障がい児福祉計画の各施策

の達成を目指してまいります。



３

計画の体系計画の体系

　「障がいのある人もない人も、 ともに想い、 支えあうまち “あま”」 という基本理念のもと、

3つの基本目標と 11の分野別施策を定め総合的かつ計画的に推進します。

基本理念 基本目標 分野別施策

Ⅰ　障がいのある人の

権利とコミュニケーション

が尊重されるまち

Ⅱ　障がいのある人が

健康に自分らしく生活

できるまち

Ⅲ　障がいのある人が

生きがいを持って社会と

関わりあうことができるまち

２　コミュニケーション

３　相談支援

１　権利擁護

１　暮らし

２　健康

３　児童

４　教育

５　防災 ・防犯

１　社会参加

２　就労支援

３　社会資源
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４

３ 数値目標及び見込量

障がい福祉計画の数値目標及び見込量（令和 8 年度目標）

基本目標と分野別施策基本目標と分野別施策

Ⅰ　障がいのある人の権利とコミュニケーションが尊重されるまち

 　全ての人は生まれながらに基本的人権を有しており、 障がいの有無にかかわらず、 自分の

考えを表現し、 相手の言葉を正しく理解するためのコミュニケーションを行う権利を持ってい

ます。 これらの権利が尊重されるまちとして、 権利擁護、 コミュニケーション支援、 相談支

援に関する施策を推進していきます。

障がいを理由とする差別解消に向けた取組、 障がいのある人の

虐待防止のための取組を推進していきます。

また、 成年後見制度等の利用促進や権利擁護相談の充実を図り

ます。

① 障がいを理由とする差別の解消

② 障がい者の虐待防止

③ 成年後見制度等の利用促進

④ 権利擁護相談

障がいのある人に円滑に情報提供し、 意思疎通を図ることができ

るよう、 情報 ・ コミュニケーション支援体制の整備を進めます。

① 広報 ・ 市公式ウェブサイトによる情報発信

② 障がい特性に応じたコミュニケーション支援

③ 市民ボランティア活動の支援

④ 手話言語等の普及啓発

⑤ きめ細かな情報の提供

障がいのある人や家族等に対し、 情報提供や専門的な相談 ・ 助言

等総合的な相談支援体制づくりの推進及び地域生活を支援するた

めの取組を実施していきます。

① 障がい者相談支援事業

② 障がい者支援協議会

③ その他の相談体制

１　権利擁護

２　コミュニケーション

３　相談支援



Ⅱ　障がいのある人が健康に自分らしく生活できるまち

５

　　障がいのある人が、 健康に自分らしく日常生活を送るために、 暮らし、 健康、 児童、 教育、

防災 ・防犯といった日常生活に係る分野での支援を実施していきます。

１　暮らし ①障がい福祉サービス （訪問系サービス ・居住系サービス）

②地域生活移行に関する支援

③各種手当による経済的支援

④生活困窮者への相談支援

⑤介護保険サービスとの連携

障がいのある人の暮らしを支える訪問系サービスや居住系サービ

スの充実を図り、 また、 経済的な不安の解消 ・軽減につながる施

策を展開します。

障がいのある人が住み慣れた地域において自立した生活を送ること

ができるよう、健康管理の支援や医療費負担の軽減等を図ります。

２　健康
①生活習慣病予防対策

②感染症対策

③福祉医療

④自立支援医療

３　児童

早期発見、 早期療育に向けて保健事業の充実を図り、 障がいのある

児童の健全な成長と発達を促進するため、 各ライフステージに応じた

療育 ・保育を行っていきます。

①障がい児通所サービス （児童発達支援 ・放課後等デイサービス等）

②母子保健事業

③児童発達支援センター事業

④親子通園事業

⑤医療的ケア児支援

４　教育

学校 ・地域等で相互交流による障がい理解に関する啓発や教育体制

を整備することにより、 インクルーシブ教育の実現を目指します。

①障がい理解を深める教育の実施

②インクルーシブ教育

③福祉に関する教育体制

障がいのある人が安全 ・安心な環境で生活できるよう、 地域の防

災 ・防犯対策を推進していきます。

５　防災 ・防犯
①防災に関する啓発活動

②災害時のコミュニケーション支援

③避難行動要支援者名簿

④防犯対策



Ⅲ　障がいのある人が生きがいを持って社会と関わりあうことができるまち

６

　　生きがいを持って社会生活を送るにあたり、 仕事や趣味、 サークル、 ボランティアなど、

社会における役割や居場所があることが、 大きな支えになります。 社会と関わりあうため

の手助けとして、 社会参加、 就労支援、 社会資源といった社会生活に係る分野での支援

に取り組んでいきます。

障がいのある人の社会参加のため、 外出支援の充実や地域への積

極的な参加を促進していきます。

①障がい福祉サービス及び地域生活支援事業 （移動サービス）

②社会参加への支援

③投票に関する支援

④自動車等に関する費用助成

⑤各種ボランティア講座の開設

①障がい福祉サービス及び地域生活支援事業（日中活動系サービス）

②就労に関する情報 ・相談の提供

③就労支援事業者への優先的な機会提供

公共施設等のバリアフリー化や公共施設を活用した障がい福祉に関

する啓発活動の実施、 民間活力の導入等により、 福祉のまちづくりを

推進していきます。

障がいの特性やその人の目標等に応じて、 日中の居場所 ・活動を

選択できる環境づくり、 障がいのある人の就労意欲の向上や就労

環境の改善のための取組を推進します。

①障がい福祉サービス事業所の把握 ・活用

②福祉のまちづくり

③公共施設を活用した福祉事業

④市営障がい者福祉サービス施設の改修 ・民間活力導入

⑤旧市役所庁舎跡地を活用した福祉事業者の誘致

１　社会参加

２　就労支援

３　社会資源



 

７

３ 数値目標及び見込量数値目標及び見込量

障がい福祉計画の数値目標及び見込量（令和 8 年度目標）障がい福祉計画の数値目標及び見込量（令和 8 年度目標）

基本目標と分野別施策

（１） 福祉施設の入所者の地域生活への移行

（２） 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築

（３） 地域生活支援拠点等が有する機能の充実

（４） 福祉施設から一般就労への移行等

（５） 相談支援体制の充実 ・強化等

（６） 障害福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制の構築

（７） 発達障がい者等への支援

国の指針に基づき、 次に掲げる事項について令和 8 年度末の数値目標等を設定します。

 　令和４年度末時点の施設入所者数 47 人を踏まえ、 施設入所者数については 3 人減少の 44 人とし、

3 人が地域生活へ移行することを目標とします。

 　あま市地域生活支援拠点事業について、 機能の充実を図るため、 年１回、 運用状況の検証及び検

討を行います。

 　福祉施設から一般就労への移行者数についての目標値は２１人とし、 うち、 就労移行支援事業を通じ

て移行する者は 11 人、 就労継続支援Ａ型事業を通じて移行する者は 8 人、 就労継続支援Ｂ型事業を通

じて移行する者は 2 人とします。 また、 就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち就労

定着支援事業を利用する者は 6 人とします。

　一般就労移行率５割以上の就労移行支援事業所及び就労定着率７割以上の就労定着支援事業所の割合

については、 計画策定時点において、 各事業を実施する事業所が市内に存在しないため、 設定しません。

 　基幹相談支援センター ・ 委託相談支援事業等の総合的 ・ 専門的な相談支援を実施する体制の整備を進

めていきます。

 　障害者総合支援法の具体的内容を理解するための取組として、 県が実施する障害福祉サービス等に係る

研修等へ 2 人参加します。 また、 真に必要とする障害福祉サービス等が提供できているかの検証として、

障害者自立支援審査支払等システム等による障害福祉サービス等の利用状況を分析し、 事業所や関係自治

体等と共有する体制の会議等を年１回実施します。

 　保護者等が子どもの発達障がいの特性を理解し、 必要な知識や方法を身につけ、 適切な対応ができる

よう、 発達障がい者等及びその家族に対する支援体制の整備を進めていきます。

  　　　　　　　  ・ ペアレントトレーニング等の支援プログラム等の受講者数は 20 人を目標とします。 　

   　　　　　　　 ・ ペアレントトレーニング等の支援プログラム等の実施者数は 1 人を目標とします。

   　　　　　　　 ・ ペアレントメンター※１の人数は 1 人を目標とします。

   　　　　　　　 ・ ピアサポート※２の活動への参加人数は 1 人を目標とします。

　　　　　　　　　　　　※１　ペアレントメンター ： 自らも発達障がいのある子育てを経験し、 かつ相談支援に関する一定のトレーニングを受けた親のこと。

　　　　　　　　　　　　　　※２　ピアサポート ： 同じ悩みや障がいを持ち、 同じような立場にある仲間 （ピア） が体験を語り合うなどして、 支援を行う取組。

 　精神障がい者の精神病床から地域生活への移行という方向性を踏まえ、 長期入院患者の地域生活への

移行に伴う地域の精神保健医療福祉体制の基盤整備量は 2.4 人を目標として設定します。



８

　自立支援給付の見込量（１か月あたり）計画の体系

単位
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

サービス名

居宅介護
人

時間
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3,005
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人

人

人

時間

時間

時間

時間

人

人日

人
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人

人

人日

人日

人日

人日

人日

人日

人日

人日

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障害者等包括支援

生活介護

自立訓練 ( 機能訓練 )

自立訓練 ( 生活訓練 )

就労選択支援　新設

就労移行支援

就労継続支援 (Ａ型 )

就労継続支援 (Ｂ型 )

就労定着支援

短期入所 ( 福祉型 )

短期入所 ( 医療型 )

療養介護

自立生活援助

共同生活援助

( グループホーム )

施設入所支援

計画相談支援
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地域定着支援
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０

3,358

180

45

５

267

14

２

４

522

31

4,219

338

5,646

380

18

510

73

29

10

８

０

243

42

206

１

１

(2024 年度 ) (2025 年度 ) (2026 年度 ) (2027 年度 ) (2028 年度 ) (2029 年度 )

－

－



○ ○ ○ ○ ○ ○

９

　地域生活支援事業の見込量（年間　※例外除く）

○＝実施予定（既に実施済みのため）　△＝実施について検討していく　×＝実施しない

計画の基本理念と施策の展開２

基本理念
理解促進研修・啓発事業

自発的活動支援事業

相
談
支
援
事
業

障害者相談支援事業

障害者自立支援協議会

基幹相談支援センター

基幹相談支援センター等
機能強化事業

住宅入居等支援事業

成年後見制度利用支援事業
（実利用者数）

成年後見制度法人後見支援事業

意
思
疎
通
支
援
事
業

手話通訳者・要約筆記者
派遣事業

手話通訳者設置事業
（設置通訳者数）

手話奉仕員養成研修事業
（受講者数）

日
常
生
活
用
具
給
付
事
業

介護・訓練支援用具

自立生活支援用具

在宅療養等支援用具

情報・意思疎通支援用具

排泄管理支援用具

居宅生活動作補助用具
（住宅改修費）

移動支援事業

※ １か月あたり

事業所数

※ １か月あたり

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

２か所２か所２か所２か所2 か所２か所

× △× × × △

× △ △ △× △

× × △ △ △ △

１人 １人 １人 １人 １人 １人

55 件 56 件 57 件 58 件 58 件 59 件

１人１人 １人 １人 １人 １人

10 人10 人 10 人 10 人 10 人 10 人

８件７件 10 件 11 件 12 件 13 件

13 件12 件 13 件 14 件 14 件 15 件

15 件14 件 16 件 17 件 18 件 19 件

７件７件 ７件 ７件 ７件 ７件

2,005 件2,000 件 2,009 件 2,013 件 2,017 件 2,022 件

２件２件 ２件 ２件 ２件 ２件

33 人 34 人 35 人 36 人 37 人 38 人

244 時間 254 時間 264 時間 274 時間 285 時間 297 時間

７ ８ ８ ９ ９ 10

訪問入浴サービス事業

日中一時支援事業

更生訓練費支給事業

自動車改造費助成事業
自動車運転免許取得費
助成事業

任
意
事
業

サービス名
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
(2024 年度 ) (2025 年度 ) (2026 年度 ) (2027 年度 ) (2028 年度 ) (2029 年度 )

６人６人５人 ５人４人 ５人

75 人 81 人 85 人 89 人 93 人 97 人

852 日 892 日 934 日 978 日 1,024 日 1,071 日

26 日 28 日 30 日 33 日 35 日 38 日

100 人 104 人 110 人 115 人 120 人 126 人

812 日 851 日 893 日 936 日 981 日 1,028 日

８人 ８人 ９人 ９人 10 人 10 人

107 日 110 日 113 日 117 日 120 日 120 日

４件 ４件 ５件 ５件 ５件 ５件

２人 ２人 ２人 ２人 ２人 ２人

地
域
活
動

支
援
セ
ン
タ
ー

事
業

△△△△△△

○○○○○○
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計画の策定にあたって1

計画策定の趣旨　　

計画の期間

 障がいのある人の現状

障がい児福祉計画の数値目標及び見込量（令和８年度目標）障がい児福祉計画の数値目標及び見込量（令和８年度目標）

（１） 児童発達支援センターの設置

（２） 障がい児の地域社会への参加 ・包容 （インクルージョン） を推進する体制の構築

（３） 重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保

（４） 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置

（５） 医療的ケア児支援のためのコーディネーターの配置

（６） 保育所 ・認定こども園 ・放課後児童クラブにおける障がい児の受け入れ目標

サービス名 単位
令和６年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

人

人日

人

人日

人日

人

人

人日

人

児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問⽀援

居宅訪問型児童発達⽀援

障害児相談⽀援

143

1,407

438

4,582

47

32

０

０

87

167

1,714

490

5,181

49

34

０

０

99

195

2,086

547

5,857

52

36

０

０

112

227

2,539

611

6,622

55

39

０

０

128

264

3,091

683

7,487

57

41

０

０

145

309

3,764

763

8,465

60

43

０

０

154

(2024 年度 )

　障がい児支援サービスの見込量（１か月あたり）

(2025 年度 )

令和７年度

(2026 年度 ) (2027 年度 ) (2028 年度 ) (2029 年度 )

 　　次に掲げる事項を計画期間中における数値目標として設定します。

市内で１か所確保していきます。

令和８年度を目標に構築していきます。

市内で各１か所確保し、 支援体制の充実を図っていきます。

市内で１か所設置し、 医療的ケア児の支援体制の充実を図っていきます。

引き続き５人のコーディネーターを配置し、 支援体制の充実を図っていきます。

定量的な目標値を設定し、 受け入れの確保に取り組んでいきます。
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概要版

あ　ま　市

令和６年３月

第３次あま市障がい者計画

第７期あま市障がい福祉計画

第３期あま市障がい児福祉計画

　表紙の絵 「カラフル遊園地」　長江聖也さん

　略歴

　1996 年　愛知県海部郡七宝町 （現あま市） に生まれる。

　2007 年　「七宝焼き職人さんの絵」 で全国市町村教育委員会会長賞及び地区大会で知事賞受賞

　2016 年　神奈川県大和市ＹＡＭＡＴＯイラストコンペで優秀賞受賞

　2018 年、 2019 年　あいちアール ・ ブリュット展の展示作品が、 企業ノベルティグッズに採用

　2021 年　ＹＡＭＡＴＯイラストコンペで最優秀賞受賞

令和６年３月　あま市　福祉部　障がい福祉課

〒497-8602　愛知県あま市七宝町沖之島深坪１番地

TEL　052-444-1001 （代表） 052-485-5980 （ダイヤルイン）　FAX 052-444-1074

第 3 次あま市障がい者計画　第 7 期あま市障がい福祉計画　第 3 期あま市障がい児福祉計画 【概要版】

計画の進行管理計画の進行管理４

（１）計画の点検・評価の考え⽅
　成果目標や活動指標について定期的に調査分析等を行い、 障がい者計画 ・ 障がい福祉計画 ・ 障がい

児福祉計画の中間評価を実施していきます。

障がい者計画 ・障がい福祉計画 ・障がい児福祉計画の策定 （目標設定）計画 （Plan）

実行 （Ｄｏ） 計画に基づき施策 ・事業の実行

評価 （Check）
あま市による調査 ・分析

あま市 ・大治町障がい者支援協議会への報告

改善 （Ａｃｔｉｏｎ）
あま市 ・大治町障がい者支援協議会からの意見等に基づき、 計画の目標 ・活動等を

見直し、 実施

Ｐｌａｎ

Ａｃｔｉｏｎ

Ｃｈｅｃｋ

Ｄｏ

（３）点検及び評価結果の周知
　広報及び市公式ウェブサイト等を通じて、 広く市民に周知を図ります。

（２）点検及び評価体制
　障がい者及びその家族、 福祉、 医療、 教育等の関係機関で構成された、 あま市 ・大治町障がい者支援

協議会が中心となって、 計画の進捗状況についての点検及び評価をする役割を担います。




